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第１ 監査の対象（令和５年度交付分） 

【対象団体】 

  一般社団法人 パブリックワークス犬山市アメニティ協会 

 

【対象補助金等】 

  犬山市アメニティ協会運営費補助金 

 

【所管部課】 

  都市整備部 整備課 

 

第２ 監査の期間 

令和６年８月 27日から令和６年 11月 12日まで 

［本監査実施日 令和６年 10月 30日（対象団体）、11月 12日（所管課）］ 

 

第３ 監査の場所 

一般社団法人 パブリックワークス犬山市アメニティ協会 

   監査事務局   

 

第４ 監査の方法 

犬山市会計基準に準拠し、令和５年度における市が交付した補助金等に係る出

納その他の事務の執行状況について、関係資料の提出を求め、担当者から説明を

聴取し、会計諸帳簿、証拠書類との照合等のほか、目的に沿って事務・事業が適

正に実施されているかどうかに主眼をおいて監査を実施した。 

また、所管課に対しては、主に当該団体に対する補助金交付事務の遂行及び指導

監督が適切になされているかどうかについて、質疑や簿冊確認により監査を実施し

た。 
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第５ 対象団体の概要 

   一般社団法人 パブリックワークス犬山市アメニティ協会 

法人名称 一般社団法人 パブリックワークス犬山市アメニティ協会 

事務所所在地 犬山市大字富岡字小野洞 1097番地 76 

設立の目的 
当協会は、犬山市及び他の団体から受託した施設の環境管理等
を行い、犬山市内の快適な都市環境の創造を図ることを通じ
て、市民福祉の向上に寄与することを目的とする。 

設立年月日 平成 29年 11月 28日 

主な事業 

(1)公共施設の環境管理等に関すること。 
(2)花と緑のまちづくりの推進に関すること。 
(3)自然環境の保全、利用に関すること。 
(4)その他当協会の目的達成に必要なこと。 

補助金等名称 
及び金額 

犬山市アメニティ協会運営費補助金    2,946,107円 

 

第６ 監査の結果及び意見 

○一般社団法人 パブリックワークス犬山市アメニティ協会 

令和６年度財政援助団体等に関する監査の対象団体として、市の委託業務のみを

行う一般社団法人パブリックワークス犬山市アメニティ協会を選定した。協会の所

管課である都市整備部整備課においては、独自の「人件費補助団体内部監査チェック

項目一覧表」を作成し、毎年度、内部監査を実施されている。その結果は、報告書と

してまとめられ、協会に対して速やかに通知していることは、評価に値する。 

今回、監査委員の視点で、初めて監査を実施した。協会へ交付した補助金に係る出

納、その他の事務の執行状況及び同団体に対する所管課の指導状況等について、ヒア

リングや書類確認などを行ったところ、改善を要する事項等が幾つか認められた。そ

れらは、後述の＜指摘事項＞に列記した。改善に時間が掛かるものも有るかと思うが、

改めることが容易なものから着手し、所管課も協会もより一層の適正な事務の執行

に努められたい。 
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〈整備課に対して〉 

【指摘事項】 

①  犬山市アメニティ協会への補助金は、事務局長１人分の人件費補助額が予算化さ

れている。令和５年度分にあっては、４月当初に年間分の事前交付があった後、人

事院勧告に基づいて人件費の増額改定が行われたため、同協会からの再申請を受け

て、差額（増額）分の交付が行われていた。当該申請には、変更後の人件費算出表

（見込み額）が添付されていた。 

年度末の３月、補助事業の完了に伴い、同協会から令和５年度『補助事業実績報

告書』が提出されているが、人件費補助として最終的に幾らの額を支払ったかの実

績明細（根拠資料）の添付が無いままとなっていた。事務局長分の人件費補助 100％

であるため変更後の見込み額どおりの支給と判断し、明細添付の有無を確かめるこ

となく決裁が行われていたと思われる。最も重要な根拠資料が欠けていた。令和６

年度以降の実績報告書については、添付書類を十分確認のうえ受理し、決裁するよ

う留意されたい。 

②  補助金に関する簿冊を点検したところ、犬山市補助金交付規則第 12 条に定める

「補助金等の額の確定通知書（様式第５）」が発送されていなかった。規則どおり

事務をされたい。 

③  令和３年度から犬山市文書管理条例が制定され、『公文書管理の手引き』に沿う

ことが全庁的なルールとなっているが、同課の補助金交付決定に係る文書番号は、

例えば令和６年度なら「６犬整指令第○号」とすべきところ、令和３年度以降全て

「犬山市指令第○号」となっていた。これについても、手引きどおり事務をされた

い。 

 

 

〈一般社団法人パブリックワークス犬山市アメニティ協会に対して〉 

【指摘事項】 

①  所管課に対する指摘事項でも述べたが、補助金交付に係る実績報告書の提出に際

しては、使途についての根拠資料を必ず添付するようにされたい。 

②  犬山市アメニティ協会は、平成 29年 11月に一般社団法人として設立し、定款を

始め就業や給与などに関する各種規則・規程が定められている。その多くが平成 30

年４月１日施行となっており、以降６年半が過ぎている。しかしながら、例えばキ

ャッシュフロー計算書などが作成されていなかったりするなど、計算書類の作成や

運営の一部が規定どおりとなっていないケースが見受けられた。内部事務に従事す

る職員が少なく、齟齬が生じたまま対応ができていない状況も理解できるため、規

定内容と実態が合うよう見直されたい。 
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③  貸借対照表に挙がっている積立金（運営調整積立金）が、【負債の部】に記載さ

れていた。本来、これは【正味財産の部】又は【純資産の部】に記載すべきもので

ある。次年度より改められたい。 

また、同表【資産の部】の未収金、【負債の部】の流動負債合計額について根拠

資料を求めたところ、ヒアリング時に提出された資料が正しい金額のものではなか

ったため数値の整合性を直ちに確認ができなかった。明細を含めて説明可能な資料

を整えられたい。 

その他、買掛金、未払金及び預り金の処理を適正にするため、今一度“仕訳”を

再確認されたい。 

④  業務の執行上、備品・消耗品等を速やかに購入して対応しなければならないこと

もあり、その経費の支払い等にあたっては、ある程度の現金を事務所に保管し、そ

れを利用しているとのことであった。手持ち現金の動きがあった場合は、現在幾ら

残っているのかの金銭管理を金種別に行い、月に一回程度で良いので、保管状況に

ついて管理職が確認するようにされたい。 

 

 


